






















































監査勧jg手番 公共セクターだけに レビュー 業務に関する節 ･財務情報への合意された手続
に関する節 適用される保証勧告書 の結果報告香 (9100節)
に関する節 ･調製業務 (9200節)
節 節 節 ･内部統制の弱点 (5220節)




























































るo Lかし,上記引用文中の ｢とりあえず｣ とい う表現から,将来的には
CICA保証業務基準にいう直接報告業務についても含みを持たせたものと理
解できよう｡

















































































































その旨及びその理由を明瞭に記載 しなければならない｡｣ と規定 し,続いて
以下の説明基準を示 しているQ
(1)公認会計士等は,証明対象が重要な点で適用される基準に準拠していないと信
じさせる事項が認められたが,その影響が報告書の発行を取りやめるほどには重
要でない場合には,除外事項を付した結論を表明しなければならないo
(2) 公認会計士等は,業務の範囲に制限があった場合には,結論の表明を差控えな
ければならない｡
(3) 公認会計士等は,証明対象が重要な点で適用される基準に準拠していない場合
には,報告書の発行を取りやめなければならない｡
レビュー相当業務の報告書における結論表明の判断プロセスについて,
｢解説｣は図4を示している｡
(4) 範囲の制限
JICPA試案では,レビュー相当業務において業務の範囲に制限があった場
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図4 JICPA試案
レビュ 相ー当業務における結論表明の判断プロセス
合には,除外事項を付した結論とはならず,結論の表明を差控えることにな
る｡その理由について,｢解説｣は次のように述べているO
レビュー相当業務は監査相当業務に比べ業務の範囲が相当に狭いものであるか
ら,さらに業務の範囲に制限があったならば中位の水準の保証を付与することはで
きないと考えられるCさらに,消極的保証の形式において範囲の制限を除外事項と
して表現する,すなわち ｢もし範囲の制限がなかったなら明らかになったであろう
影響を除き,--イ言じさせる事項は認められなかった｣と表現することは文章的に
も,また公認会計士等の責任上も意味をなさないと考えられる｡
しかし,CICA保証業務基準は,上記のように表現することは文章上意味
をなし,ある水準の保証を表明できると考えている｡これには,言語的,文
化的な背景があるものと考えられ,両基準に優劣をつけるのは困難であろ
う｡ しかし,JICPA試案の立場に関して議論が生 じることも予想される｡
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(5) 報告書発行の取りやめ
JICPA試案では,証明対象が重要な点で適用される基準に準拠していない
と信 じさせる事項が認められた場合には,報告書の発行を取 りやめなければ
ならないこととされている｡その理由について,｢解説｣は次のように述べて
いる｡
これは,消極的保証の形式での結論の表明には否定的結論はないものと考えられ
るからであるoちなみに,アメリカ公認会計士協会 ｢会計およびレビュー業務基準
書｣は同様の考えをとっている｡発行を取りやめる場合については,債務不履行と
されることを防止するために,責任当事者と文書で合意しておくべきである｡
CICA保証業務基準が想定する否定的結論は,上記財務諸表のレビュー報
告書の否定的結論と同様,｢我々のレビューの結果は,マネジメントの言明
が対象事項を規準に準拠して適正に表示していないことを示 している｡｣と
表現されると考えられる｡監査よりも相当に範囲が狭いレビューで,CICA
保証業務基準が想定する否定的報告書を発行することが可能かどうか疑義が
ある｡
(6) lFAC基準案
CICA保証業務基準の影響を受けているIFAC基準案の報告書上の留保事
項の取扱いは次のとおりである(22).
次の場合には,結論の留保を明確に表明しなければならない｡
(a)会計士が対象事項のいくつか,またはすべての側面において特定された規準に
準拠していないとの見解をもつ,または
(22)IFAC,opcit"par81
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(b) 責任をもつ当事者によって作成された言明が特定された規準に照らして不適切
であるO
会計士は,対象事項の特定された規準への準拠性の一つまたはそれ以上の側面を
評価するために十分かつ適切な証拠を入手できなかった場合には,結論の差控えを
表明しなければならない｡
業務範囲の制限の表現は CICA保証業務基準と同じであるが,CICA保証業
務基準と異なり,範囲の制限がある場合,除外事項を付した消極的保証の表
明は認められていない｡また,言明または対象事項が規準に準拠していない
場合,否定的結論があり得るのかどうかについては明らかではない｡
IFAC基準案が確定する際に,範囲の制限がある場合の基準に変更がある
か,あるいは否定的結論について明確な基準が設けられるかどうか予想で普
ないが,JICPA試案はIFAC基準案では明確になっていない事項について明
らかにされているといえよう｡
7.むすびに代えて
CICA保証業務基準と同様,IFAC基準案においても,保証業務基準は財
務諸表監査基準を包括する基準とされ,公認会計士の保証業務基準の体系化
が図られている(23)｡すでに述べたように,わが国では財務諸表の監査基準は
大蔵省企業会計審議会が設定しているが,そのことが公認会計士証明業務の
基準の体系化を困難なものとしている｡
カナダやIFAC,あるいはアメリカのように公認会計士の証明業務の基準
を体系的なものとするためには,財務諸表の監査基準の設定主体を大蔵省企
業会計審議会から日本公認会計士協会に移すべきであると考える｡最近,会
(23)Ibid,Preface,par.6.
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計基準設定主体を企業会計審議会から民間に移すべきであるとの議論が財界
等から出されているが,監査基準の問題が先決ではないだろうか｡監査基準
は職業会計士が自らを規律するものであるから,自らが設定主体となること
は当然と考える｡
証明対象については,まず証明業務と証明基準の啓蒙ありきという現状に
鑑みると,当面責任当事者の言明を証明対象とするのは現実的であると考え
る｡しかし,すでに述べたように,言明のない情報やパフォーマンスやシス
テムを直接保証対象とする必要性が生じてくる場合には,証明業務基準はそ
のような対象事項-の直接報告にも対処しなければならないであろう｡次
に,わが国では,レビュー相当業務が付与する保証水準が中位であるとのコ
ンセンサスが定着するには時間を要すると思われるカ㍉ 諸外国でレビュー業
務が発生した経緯については,わが国だけ無縁ではないであろう｡最後に,
レビュー報告書の留保事項については,IFAC基準案のゆくえにもかかって
いるが,いましばらく議論となる可能性は否定できない｡
自ら作成に関わった JICPA試案の検討を行うことにはとまどいがあった
が,CICA保証業務基準と比較することによって,JICPA試案の基準として
の性格がより明らかになったと思われる｡
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